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一般会計決算の概要



１ 決算の全体像

１

◇歳入は、 ５，９５８億円。（対前年度比 ＋ 144億円）

◇歳出は、 ５，８８８億円。（対前年度比 ＋ 123億円）

◇実質収支は、 ４７億円。（対前年度比 ＋ 16億円）

(単位：億円)
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区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増 減 額 増 減 率

最 終 予 算 額 Ａ 665,968 649,580 16,387 2.5%

歳 入 決 算 額 Ｂ 595,758 581,402 14,356 2.5%

歳 出 決 算 額 Ｃ 588,758 576,462 12,296 2.1%

収 支 差 引額 ( Ｂ －Ｃ ) Ｄ 7,000 4,940 2,060 41.7%

翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 36,540 32,266 4,273 13.2%

う ち 繰 越 財 源 Ｆ 2,344 1,921 423 22.0%

実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 4,656 3,019 1,638 54.3%

（単位：百万円）

注）本資料の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある



２ 一般会計 歳入の状況

２

◇主要な一般財源は、県税（＋96億円）や地方消費税清算金（＋48億円）が増加した
ことなどにより、99億円の増。

◇このほか、繰入金（△98億円）は減少した一方、県債（＋128億円）や国庫支出金
（＋51億円）が増加したことなどにより、歳入全体では144億円の増。

財産収入
1,710(0.3)

地方消費税
清算金

64,925(10.9)

地方譲与税
31,195(5.2)

地方交付税
185,453(31.1)

繰入金
16,952(2.9)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

諸収入
12,030(2.0)

その他 7,732(1.4)

使用料及び
手数料

6,741(1.1)

地方特例交付金
753(0.1)

県 税
145,394(24.4)

県債 47,708(8.0)

国庫支出金
75,166(12.6) 歳 入

595,758百万円

 　(単位：百万円、％）

令和７年度 令和６年度

決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ

1 145,394 135,801 9,593 7.1

2 64,925 60,128 4,796 8.0

3 31,195 30,277 918 3.0

4 753 4,564 △ 3,811 △ 83.5

5 185,453 186,093 △ 640 △ 0.3

6 225 234 △ 9 △ 3.7

7 2,058 1,408 650 46.2

8 6,741 6,800 △ 59 △ 0.9

9 75,166 70,099 5,067 7.2

10 1,710 3,473 △ 1,763 △ 50.8

11 509 396 112 28.3

12 16,952 26,756 △ 9,804 △ 36.6

13 4,940 7,392 △ 2,453 △ 33.2

14 12,030 13,073 △ 1,043 △ 8.0

15 47,708 34,906 12,802 36.7

16 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 0 985 △ 985 皆減

合 計 595,758 581,402 14,356 2.5

427,720 417,849 9,872 2.4

比 較

県 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

款　　　　　　別

う ち 主 要 な 一 般財 源(1 ～ 5 ､ 16)

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

分 担 金 及 び 負 担 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金



単位：百万円、［ ］内は令和６年度決算額

県税等

３

・臨時財政対策債は、地方財政計画において、制度創設以来、初めて発行額がゼロとなった

ことから、本県においても皆減。

・地方交付税は、地方財政計画において、地方全体での税収の増が見込まれ、地方交付税と

臨時財政対策債の総額が減少したことから、本県においても減少。

地方交付税
臨時財政対策債

１８５，４５３ ［１８７，０７８］ △１，６２５ △０．９％

・県税は、賃上げに加え、定額減税の影響がなくなったことによる個人県民税の増加や、堅調

な個人消費と物価の上昇により地方消費税が増加したほか、株式市況の好調により株式等

譲渡所得割県民税が増加したことなどから、９６億円の増。

・地方特例交付金は、定額減税に伴う減収補てん特例交付金が地方財政計画において減少

したことから、本県においても３８億円の減。

２４２，２６７ ［２３０，７７０］ ＋１１，４９７ ＋５．０％

Ｒ７ Ｒ６ 増減額 増減率

145,394 135,801 9,593 7.1% 

うち個人県民税 51,577 46,446 5,131 11.0% 

　　法人２税 28,561 27,795 766 2.8% 

　　地方消費税 21,287 19,673 1,614 8.2% 

　　配当割県民税 5,541 5,511 30 0.5% 

　 　株式等譲渡所得割県民税 8,327 7,230 1,097 15.2% 

64,925 60,128 4,796 8.0% 

31,195 30,277 918 3.0% 

うち特別法人事業譲与税 29,545 28,566 979 3.4% 

753 4,564 △3,811 △83.5% 

 地方消費税清算金

 地方譲与税

 地方特例交付金

 県　　税

Ｒ７ Ｒ６ 増減額 増減率

185,453 186,093 △640 △0.3% 

　　普通交付税 182,974 183,771 △797 △0.4% 

　　特別交付税 2,479 2,322 157 6.8% 

- 985 △985 皆減

 地方交付税

 臨時財政対策債



単位：百万円、［ ］内は令和６年度決算額

繰入金 １６，９５２ ［２６，７５６］ △９，８０４ △３６．６％

４

県 債

４７，７０８ ［３４，９０６］ ＋１２，８０２ ＋３６．７％

うち通常債 47,708［33,922］ ＋13,786 ＋40.6%

臨時財政対策債（再掲）

-［ 985] △985 皆減

・公立小中学校等の生徒用情報機器端末更新に活用するため、公立学校情報機器等整備基

金繰入金（＋3,279）が増加した一方、医大・病院機構等整備等基金繰入金（△8,800）や、退

職手当平準化基金繰入金（△3,419）が減少。

・エネルギー・食料品価格等の物価高騰対策に、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金を活用（＋1,213）。

・機器の導入や病床数の適正化を進める医療機関等を支援するため、医療施設運営費等補

助金が増加（＋1,622）。

・高校無償化に関する国制度の拡充に伴い、高校生等臨時支援事業費補助金が皆増

（＋1,100）。

７５，１６６ ［７０，０９９］ ＋５，０６７ ＋７．２％国庫支出金

・国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に呼応し、公共事業を推進。

・県債発行にあたっては、交付税措置がある有利な地方債を活用することとし、交付税措置の

ない県債の発行を抑制。

令和７年度末県債残高 8,533億円（令和６年度末 8,665億円 △133億円）

令和７年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額
3,265億円（令和６年度末 3,277億円 △ 12億円）

財産収入 １，７１０ ［３，４７３］ △１，７６３ △５０．８％

・令和６年度は旧中小企業会館の売却収入（2,659）を計上していたことから、土地建物売却収

入が減少（△2,689）



５

３ 一般会計 歳出の状況

（１） 性質別

◇義務的経費は、公債費が減少した一方、人件費などが増加したことにより、
４億円の増。

◇投資的経費は、普通建設事業費が増加したことにより、１４７億円の増。

◇一般施策経費は、補助費等が増加した一方、積立金や繰出金などが減少した
ことにより、２８億円の減。

     (単位：百万円、％）

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額(Ａ－Ｂ) Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ

149,193 147,314 1,879 1.3

う ち 退 職 手 当 5,660 10,564 △ 4,904 △ 46.4

う ち 退 職 手 当 以 外 143,533 136,750 6,783 5.0

16,580 16,017 563 3.5

68,886 70,926 △ 2,040 △ 2.9

234,660 234,258 402 0.2

90,087 73,987 16,100 21.8

補 助 事 業 費 43,502 41,303 2,199 5.3

単 独 事 業 費 37,368 24,246 13,122 54.1

国直轄事業費負担金 9,217 8,438 779 9.2

523 1,946 △ 1,423 △ 73.1

90,611 75,934 14,677 19.3

20,439 19,343 1,096 5.7

6,538 6,838 △ 300 △ 4.4

196,178 181,943 14,235 7.8

う ち 県 税 交 付 金 等 65,207 59,290 5,917 10.0

20,093 24,399 △ 4,306 △ 17.6

869 16 853 5,364.2

1,392 2,316 △ 924 △ 39.9

17,979 31,415 △ 13,436 △ 42.8

263,487 266,271 △ 2,783 △ 1.0

588,758 576,462 12,296 2.1

区　　　　分

人 件 費

比　　　　　較

扶 助 費

（ 一 般 施 策 経 費 ） 小 計

合 計

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

公 債 費

（ 投 資 的 経 費 ） 小 計

普 通 建 設 事 業 費

（ 義 務 的 経 費 ） 小 計

災 害 復 旧 事 業 費

人件費
149,193(25.3)

公債費
68,886(11.7)

普通建設事業費等
90,611(15.4)

補助費等
196,178(33.3)

積立金・
投資及び出資金

20,962(3.6)

物件費その他
44,956(7.7)

歳 出

588,758百万円

貸付金 1,392(0.2)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

扶助費
16,580(2.8)



・退職手当は、定年の段階的な引き上げに伴う退職者数の減により減少。

【参考】退職手当決算額の推移 （単位：億円）

・退職手当以外については、人事委員会勧告に鑑み給与改定を行ったことなどにより増加。

・特別職の自主的な給与抑制措置を引き続き実施。

知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、常勤監査委員 △４％

単位：百万円、［ ］内は令和６年度決算額

人件費

１４９，１９３ ［１４７，３１４ ］ ＋１，８７９ ＋１．３％

うち退職手当 5,660 ［ 10,564］ △4,904 △46.4%

退職手当以外 143,533 ［136,750］ ＋6,783 ＋ 5.0%

公債費

６８，８８６ ［７０，９２６］ △２，０４０ △２．９％

うち元金 65,198 ［67,703］ △2,505 △3.7%

利子 3,688 ［ 3,223］ ＋ 465 ＋14.4%

・交付税措置のない県債の発行を極力抑制してきたことなどにより県債残高が減少し、

元金は減少。借入利率の上昇により、利子は増加。

６

普通建設事業費

９０，０８７ ［７３，９８７］ ＋１６，１００ ＋２１．８％
うち補助事業費 43,502［41,303］ ＋2,199  ＋5.3%

単独事業費 37,368［24,246］ ＋13,122 ＋54.1%
国直轄事業費負担金 9,217［ 8,438］ ＋ 779 ＋9.2%

・国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（Ｒ３～７）に呼応し、公共事業を

推進。

骨格幹線道路ネットワークの形成（国道168号香芝王寺道路等)、紀伊半島アンカールートの整備

促進（国道168号新天辻工区等)、（仮称）奈良インターチェンジ周辺の整備（ＪＲ関西本線高架

化等）、水害・土砂災害・地震等に備えた防災・減災対策やインフラ老朽化対策の推進など

・単独事業は、奈良県文化会館の整備（＋3,659）、消防防災ヘリコプターの更新（＋2,777）、

防災行政通信ネットワークの更新（＋2,326）、大和平野中央プロジェクトの進展（＋1,353）等

により増加。

・国直轄事業費負担金は、京奈和自動車道等の工事進捗により増加。

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

155 143 139 137 137 119 112 59 106 57



単位：百万円、［ ］内は令和６年度決算額

７

補助費等 １９６，１７８ ［１８１，９４３］ ＋１４，２３５ ＋７．８％

・公立学校情報機器等整備事業（＋3,273）、高校生等臨時支援金（＋1,099）などが増加。

・介護給付費負担金（＋1,101）、障害者自立支援給付費（＋931）、後期高齢者医療制度関係

費（＋694）など、引き続き社会保障関係経費が増加。

・県税収入が増加したことに伴い、県税交付金等が増加（＋5,917）。

物件費 ２０，４３９ ［１９，３４３］ ＋１，０９６ ＋５．７％

・システム更新に伴う、土木事務管理システム（＋319）、統合財務システム（＋277）、税務総合

システム（＋215）等の経費が増加。

積立金 ２０，０９３ ［２４，３９９］ △４，３０６ △１７．６％

・今後の財政需要に備え、医大・ 病院機構等整備等基金（＋3,166）、地域・経済活性化基金

（＋1,727）への積立てが増加した一方、県債管理基金（△3,820）、公立学校情報機器整備

基金（△2,922）、財政調整基金（△2,879）への積立てが減少。

繰出金 １７，９７９ ［３１，４１５］ △１３，４３６ △４２．８％

・県立医科大学新キャンパス整備の完了により、県立医科大学関係経費特別会計への繰出

金が減少（△9,573）。

・令和６年度に県立病院機構の経営安定化のための長期貸付を行ったことから、県立病院

機構関係経費特別会計への繰出金が減少（△3,941）。



８

（２） 目的別

 (単位：百万円、％）

令和７年度 令和６年度
決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ

議 会 費 1,067 1,131 △ 64 △ 5.7

総 務 費 39,521 36,996 2,525 6.8

地 域 創 造 費 45,251 39,337 5,913 15.0

福 祉 保 険 費 92,123 89,242 2,880 3.2

医 療 政 策 費 24,788 26,959 △ 2,170 △ 8.1

環 境 森 林 費 9,938 8,866 1,072 12.1

人 材 ・ 雇 用 政 策 費 1,172 1,228 △ 56 △ 4.6

食 農 費 9,181 8,556 625 7.3

産 業 費 15,941 15,386 555 3.6

県 土 マ ネ ジ メ ン ト 費 74,316 68,238 6,079 8.9

警 察 費 32,392 32,633 △ 241 △ 0.7

教 育 費 108,300 115,555 △ 7,255 △ 6.3

災 害 復 旧 費 518 1,920 △ 1,403 △ 73.0

公 債 費 69,044 71,109 △ 2,066 △ 2.9

諸 支 出 金 65,207 59,306 5,901 10.0

予 備 費 0 0 0 0.0

合 計 588,758 576,462 12,296 2.1

款　　別
比 較

歳 出

588,758百万円

教育費
108,300(18.4)

県土マネジメント費
74,316(12.6)

福祉保険費
92,123(15.6)

公債費
69,044(11.7)

諸支出金
65,207(11.1)

総務費
39,521(6.7)

環境森林費 9,938(1.7)

産業費 15,941(2.7)

警察費 32,392(5.5)

災害復旧費 518(0.1)

食農費 9,181(1.6)
議会費 1,067(0.2)

人材・雇用政策費 1,172(0.2)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

医療政策費 24,788(4.2)

地域創造費
45,251(7.7)



４ 特別会計の状況

９

(単位：百万円、％）

令和６年度

最 終 予 算 額 歳 入決 算額 歳 出決 算額 差 引 歳 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

公 立 大学 法人
県 立 医科 大学
関 係 経 費

11,604 10,280 10,280 0 20,736 △ 10,455 △ 50.4

県 営 競 輪
事 業 費

35,786 33,312 33,160 152 33,745 △ 585 △ 1.7

自 動 車駐 車場
及 び 自 動 車
乗 降 場 費

308 300 290 10 273 17 6.3

母 子 父子 寡婦
福 祉 資 金
貸 付 金

200 219 187 32 243 △ 56 △ 23.0

農 業 改良 資金
貸 付 金

13 16 7 9 7 0 1.3

中 小 企業 振興
資 金 貸 付 金

435 1,426 174 1,252 156 18 11.9

証 紙 収 入 3,265 3,103 2,907 196 2,974 △ 67 △ 2.3

林 業 改善 資金
貸 付 金

195 236 103 133 161 △ 57 △ 35.7

中 央 卸売 市場
事 業 費

1,208 1,057 1,043 13 952 91 9.6

公 債 管 理 134,139 134,017 134,017 0 147,531 △ 13,513 △ 9.2

育 成 奨 学 金
貸 付 金

66 1,716 31 1,685 42 △ 11 △ 26.8

地 方 独立 行政
法 人 県立 病院
機 構 関係 経費

13,282 12,925 12,925 0 10,135 2,791 27.5

国 民 健康 保険
事 業 費

120,558 121,611 119,538 2,073 120,814 △ 1,276 △ 1.1

合 計 321,059 320,219 314,665 5,554 337,769 △ 23,104 △ 6.8

【参　　考】 (単位：百万円、％）

令和６年度

最 終 予 算 額 収 入決 算額 支 出決 算額 差 引 支 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

収入  12,958

支出  13,452

比 較

会 計 名

令 和 ７ 年 度

公 営 企 業
会 計

( 収益的収支)

令 和 ７ 年 度 比 較

13,033 △ 282 △ 2.2
流 域 下 水 道
事 業 費

13,315 12,751 564



◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等

を算定。 （一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。）

◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。

５ 財政状況の指標（速報値）

１０

※今後の精査により、数値に異動

が生じることがあります。

健全化判断比率

公営企業の資金不足比率

Ｒ７ Ｒ６ 早期健全化基準 財政再生基準

「 － 」
(△1.37％)

「 － 」
(△0.93％)

3.75% 5%

「 － 」
(△3.14％)

「 － 」
(△10.56％)

8.75% 15%

8.4% 8.8% 25% 35%

96.3% 102.0% 400% ―

　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している

　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準

　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率
　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の
　  実質赤字の比率

 連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

 実質公債費比率
　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率

 将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき
    実質的な負債を捉えた比率

Ｒ７ Ｒ６ 経営健全化基準

「 － 」
(△288.4%)

「 － 」
(△67.6%)

「 － 」
(△55.6%)

「 － 」
(△2.6%)

「 － 」
(△2.8%)

　※　資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率を△で表している

　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準

　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

20% 流域下水道事業

 中央卸売市場事業

 資金不足比率
　・公営企業ごとの資金不足の比率

 水道用水供給事業



1,078
1,165 1,155

1,210 1,200 1,208 1,212
1,273 1,258 1,278

1,396
1,454

182

308
262

257 307 283
342

377 404 404

417
441

1,260

1,473 1,417 1,467
1,507 1,491 1,554

1,650 1,662 1,682

1,813
1,895

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

10,700 10,699 10,616
10,501

10,257
10,027

9,793
9,646

9,315

8,974

8,665
8,533

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

（億円）

県税収入等

県債残高総額

１１

Ｈ２６．４～
消費税率
５％→８％

消費税清算
基準の見直し

Ｒ１．１０～
消費税率
８％→１０％

地方消費税清算金（収入－支出）額

県税収入額

（億円）

※Ｒ６・Ｒ７県税収入額には、定額減税減収補てん特例交付金を含む

※
※

（億円）

（億円）

0



4,052
3,959 3,873

3,774
3,676 3,605 3,577 3,541

3,446
3,355 3,277 3,265

1,078 1,165 1,155 1,210 1,200 1,208 1,212 1,273 1,258 1,278
1,396 1,454

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

225 239 255 265 254 241 239 235 242 257
302 318

442
481

485
487

388

290

138 137 137
160

203 193

0

100

200

300

400

500

600

700

800

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

511

667

720
740 752

642

530

376 373

417

379

504

１２

3.8倍 3.4倍 3.4倍 3.1倍 3.1倍 3.0倍 3.0倍 2.8倍

（億円）

交付税措置のない県債残高／県税収入額

交付税措置のない県債残高と県税収入額

財政調整基金・県債管理基金の残高

県税収入額

財政調整基金

県債管理基金

2.7倍 2.6倍 2.3倍

※

※Ｒ６・Ｒ７県税収入額には、定額減税減収補てん特例交付金を含む

（億円）

2.2倍

※



(1,500) (1,478) (1,477) (1,469) (1,459) (1,453) (1,449) (1,419) (1,419) (1,373) (1,473) (1,492)

(138) (145) (146) (150) (150) (154) (156) (169) (183) (164)
(160) (166)

(777) (784) (800) (787) (880) (896) (963)
(817) (796)

(769) (709) (689)

2,403 
2,595 

2,378 2,434 
2,493 2,611 

3,646 

3,897 
3,621 

3,135 

3,422 

3,541 

50.1 

48.1 

50.5 
49.7 50.0 

48.9 

41.3 

38.2 

39.8 

42.4 
40.6 39.9 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

その他の経費

(公債費)

(扶助費) 義務的経費

(人件費)

義務的経費決算額の構成比

（億円）

（％）

義務的経費の構成比

5,0014,818 4,801
5,114

6,019

2,423 2,3472,4062,416 2,489 2,398
2,406

4,839

2,405

4,982

2,503

6,302
6,213

2,567

5,442

5,765

2,307 2,343

5,888

１３

普通建設事業の状況

義務的経費の状況

43,950 44,067
39,241 39,016 36,390

43,848

52,759 52,704
45,093 43,492 41,303 43,502

15,198 14,057
19,489

14,422 18,291

29,252

23,764 24,040

19,855 20,502 24,246

37,3687,438 9,744 10,131

8,814
14,162

9,785

12,059 10,625

8,975 8,571 8,438

9,217

13.8 
13.5 

14.4 

12.9 

13.8 

16.2 

14.3 
13.9 

12.3 

13.3 
12.8 

15.3 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

直轄事業

単独事業

補助事業

歳出全体に占める割合
（％）

（百万円）

66,586
62,252

68,84368,86067,867

88,582

82,885
87,369

72,564
73,923 73,987

90,087

（億円）



主な社会保障関係経費の状況

１４

14,205 14,456 14,750 15,083 15,472 16,132 16,859 17,370 17,314 17,778 18,573 19,673

14,636 15,266
16,052

16,693
17,312

18,194
18,440

18,829 20,036
21,023

22,358
23,1124,722

5,144
5,457

5,823
6,197

6,550
6,818

7,776
7,996

8,805

9,497

10,428

3,272
3,212

3,150
3,078

3,008

2,929
2,866

2,790
2,673

2,559

2,440

2,365

12,491

13,174
13,042

12,753
12,750

12,692
12,709

12,732
12,780

12,500

12,541

11,865

5,589

5,824
5,647

5,685
5,505

5,397
5,139

5,192
5,210

5,132

5,089

5,100

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

（百万円）

生活保護費

国民健康保険関係事業費

児童手当（子ども手当）負担金

障害者自立支援給付費

後期高齢者医療制度関係費

介護給付費負担金

70,498

54,915

60,244

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等及び繰出金

72,543

58,098
57,076

59,115

61,894
62,831

64,689
66,009

67,797
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